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第１ 人口動向分析 

 

 標茶町における人口減少対策として効果的な施策を企画立案するうえでの検

討材料とすることを目的に、人口の現状を分析する。 

 

１ 時系列による人口動向分析 

１－１ 総人口の推移と将来推計 

   本町では、１９６０年（昭和３５年）までは大きく増加をしていた。特

に、１９５０年（昭和２５年）から１９５５年（昭和３０年）の間では、

４，３００人もの増加を遂げている。 

   本町は、１９５０年（昭和２５年）から町制を施行しており、前後して

道や国の機関の設置が人口増加の要因である。 

   しかし、１９６０年（昭和３５年）の１７，４２４人［住民基本台帳で

は、１９６３年（昭和３８年）の１８，５３９人］をピークに達して以降、

現在まで人口減少が続いている。 

   ２０１５年（平成２７年）以降の国立社会保障人口問題研究所（以下、

「社人研」）の推計では、今後も減少が続き、２０４０年（平成５２年）に

は、約５，３００人と２０１０年（平成２２年）と比べて３６％減少する

ものと推計されている。 

 

 

出典：2010 年までは、総務省「国勢調査」より作成、2015 年以降は、国立社会保障人口    

問題研究所推計値より作成 
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図表１ 総人口の推移と将来推計 

 
（人） 社人研による推計値 
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１－２ 年齢３区分別人口の推移と将来推計 

総人口が１９６０年（昭和３５年）をピークに減少に転じると同時に、

生産年齢人口及び年少人口も減少に転じ、現在も減少傾向にあるが、年少

人口については、２０１５年（平成２７年）以降の社人研推計では低水準

で緩やかな減少幅となっている。 

一方、老年人口は、ピーク前後の生産年齢人口が順次老年期に移行する

ことから、常に増加傾向にあり、１９９５年（平成７年）には年少人口に

並びその後逆転している。 

しかし、その老年人口についても推計では、２０２５年（平成３７年）

をピークに減少に転じるとされ、さらに人口減少が加速する。 

 

 
出典：2010 年までは、総務省「国勢調査」より作成、2015 年以降は、国立社会保障人口    

問題研究所推計値より作成 
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１－３ 出生・死亡及び転入・転出の推移 

    自然増減（出生数－死亡数）については、出生率の低下と母親となる世

代の人口減少により出生数が減り続け、１９９２年（平成４年）に入ると

出生数が死亡数を下回り「自然減」の時代に入った。 

   しかし、年によって出生数が死亡数を上回るなど、その速度は遅かった

ものの２００５年（平成１７年）から出生数が死亡数を完全に下回り「自

然減」が顕著になり始めた。 

   社会増減（転入数－転出数）については、１９６４年（昭和３９年）に

極端に増加し、１９６９年（昭和４４年）と１９７０年（昭和４５年）に

は７００人越えの社会減となった。以降は社会減の幅は狭まったものの一

貫して転出超過が続いている。 

 

 

出典：「標茶町統計書」により作成  
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図表３ 出生･死亡数、転入･転出数の推移 
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１－４ 総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

   年によりばらつきはあるものの２０００年代に入り、自然減と社会減の

時代に突入した。 

   １９９０年代後半までは、社会減はあったものの自然増の状況であった

ため社会減のみによる人口減少となっていたが、２０００年代に入ると自

然減も加わり人口減少がさらに加速することとなる。 

    

 

出典：「標茶町統計書」により作成  
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図表４ 総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響 
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２ 年齢階級別の人口移動分析 

２－１ 性別・年齢階級別の人口移動の状況 

    男性では、１０歳～１４歳の者が１５歳～１９歳になるとき、及び１５

歳～１９歳の者が２０歳～２４歳になるときに大幅な転出超過となってい

る一方、２０歳～２４歳の者が２５歳～２９歳になるときには転入超過と

なっている。 

    これらの原因としては、高校や大学への進学に伴う転出が大きく影響す

ることと、高校・大学の卒業後に本町に戻り就職する者、あるいは一時就

職した者が離職し本町に戻るということが考えられる。 

また、２５歳～２９歳の者が３０歳～３４歳になるとき、いわゆる中学

生・高校生を持つ子育て世代で再び転出超過となる。 

   女性でも、男性と同様な傾向を見ることができる。 

   しかし、女性では、男性と比べて２０歳～２４歳の者が２５歳～２９歳に

なるときには転入超過の増加数が小さく、またこれ以後の転出超過の減少

数も小さくなっている。 

 

 

 

出典：総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づき、まち・ひと・

しごと創生本部作成値により作成 
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２－２ 性別・年齢階級別の人口移動の状況の長期的動向 

   ① 男性 

     １５歳～１９歳から２０歳～２４歳になるときに見られる大幅な転

出超過は、長期的動向においても同様の傾向が見られるが、近年その

転出超過は、縮小傾向にある。 

     一方、２０歳～２４歳から２５歳～２９歳になるときに見られる転

入超過は、わずかながら増加傾向にある。 

     全体的には、近年における転入超過、転出超過については、押しな

べて縮小傾向にあると思われる。 

     ただし、若年世代の流出が長期に渡っていることには変わりはない。 

 

 

出典：総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づき、まち・ひと・

しごと創生本部作成値により作成 
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図表６ 年齢階級別人口移動の推移（男性） 
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   ② 女性 

     １５歳～１９歳から２０歳～２４歳になるときに見られる大幅な転

出超過は、長期的動向においても同様の傾向が見られるが、近年その

転出超過は、縮小傾向にある。 

     一方、２０歳～２４歳から２５歳～２９歳になるときに見られる転

入超過についても、縮小傾向にある。 

     全体的には、近年における転入超過、転出超過については、若年世

代を除き縮小傾向にあり、人口移動は弱まりつつある。 

 

 

 

出典：総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づき、まち・ひと・

しごと創生本部作成値により作成 
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図表７ 年齢階級別人口移動の推移（女性） 
 

1980年→1985年 
1985年→1990年 
1990年→1995年 
1995年→2000年 
2000年→2005年 
2005年→2010年 



- 8 - 

２－３ 周辺市町村等への人口移動の状況 

   本町の人口移動（転入－転出）は、最近では釧路市へ人口流出している

ことがわかる。 

   続いて札幌市への人口流出となっており、進学や就職などによるものと

推察される。 

   ２０１２年（平成２４年）から２０１３年（平成２５年）にかけては、

道外への転出超過が見られ道内よりも道外へと進学や就職を求めて行った

と思われるが、２０１４年（平成２６年）には逆に転入超過となっている。 

 

 

出典：住民課町民係資料より作成 
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図表８ 周辺市町村への人口移動の状況 
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２－４ 合計特殊出生率の推移と釧路管内市町村との比較 

   １人の女性が一生の間に産む子どもの数とする「合計特殊出生率」の

推移は、１９９３年（平成５年）～１９９７年（平成９年）まで低下し

続けたが、その後上昇に転じている。 

   「合計特殊出生率」の基礎となる１５歳から４９歳の人口は、右肩下

がりで減少しているが、出生数が増えている年があり、それが「合計特

殊出生率」を増加させている状況にある。 

 

 

 

 

出典：図表９及び【参考】図表は、厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」及

び総務省「国勢調査」により作成  
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図表９ 合計特殊出生率の推移と釧路管内市町村との比較 
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３ 就業等に関する分析 

３－１ 男女別産業人口の状況 

  男女別に見ると、男性は、農業・林業、建設業、卸売業・小売業、運輸

業・郵便業の順に就業者数が多く、女性についても、最も多いのは農業・

林業、続いて医療・福祉、卸売業・小売業、宿泊業・飲食サービス業の順

となっている。 

  一方、情報通信業については、男性、女性とも就業者数が極端に低いこ

とがわかる。 

 

 

出典：総務省「国勢調査」により作成 
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３－２ 事業所単位の従事者数と特化係数の状況 

  ２００９年（平成２１年）と２０１２年（平成２４年）を比較すると、   

総体的には、事業所数の減少により従業者数が減少しているが、農業・林

業と医療・福祉の従業者数が増加している。 

  一方、建設業と卸売業・小売業の従業者数が大きく減少しており、人口

減少でさらに加速すると思われる。 

  特化係数 1については、農業・林業が極めて高く、また鉱業・砕石業・砂

利採取業も高くなっている。 

  この業種においては、全国的に従業者数が減少する中で、本町における

減少幅が小さいものと考えられる。 

 

 

出典：総務省「平成２１年経済センサス―基礎調査」及び「総務省・経済産業省「平成   

２４年経済センサス―活動調査」再編加工（まち・ひと・しごと創生本部作成）に

よる。 

                                                   
1  特化係数とは、自地域の構成比率を全国の構成比率で除した値。この値が、１以上で

あれば、自地域に当該産業が集積していることを示す。 
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図表11 従業者数（事業所単位）と特化係数 
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第２ 将来人口推計 

 

 社人研における「日本の地域別将来推計人口（平成２５年３月推計）」、日本

創生会議による地域別将来人口推計、まち・ひと・しごと創生本部が作成した

データを活用し、将来の人口に及ぼす出生や移動の影響等について分析を行う。 

 

１ 将来人口推計 

１－１ まち・ひと・しごと創生本部（以下「創生本部」）が社人研推計に準

拠し推計した場合及び日本創生会議推計に準拠し推計した場合の総

人口の比較 

   創生本部が作成したデータを活用し、将来人口の推計をすることで、本

町の課題を分析する。 

   パターンの内容は、次のとおりである。 

・パターン１ ： 全国の移動率が今後一定程度縮小すると仮定した推計（社人研推計準拠） 

・パターン２ ： 全国の総移動数が、平成２２年から平成２７年の推計値と概ね同水準でそれ以

降も推移すると仮定した推計（日本創生会議推計準拠） 

・パターン３ ： 合計特殊出生率を、１.７３、かつ直近５年間の純移動が今後も続くと仮定した

独自推計（社人研推計準拠） 

パターン１とパターン２、パターン３による２０４０年（平成５２年）

の総人口は、それぞれ５，３０８人、４，５５７人、６，４０８人まで減

少すると見込まれる。 

年によってばらつきはあるものの、現在も年間約１００人程度で人口が

減少しており、パターン１に近い推移で人口減少が進むものと考えられる。 
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図表12 総人口の推計結果 

 

パターン１ 
パターン２ 
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１－２ 人口減少段階の分析 

  パターン１（社人研推計準拠）によると、２０１０年（平成２２年）の

人口を１００とした場合の老年人口の指標は、２０２５年（平成３７年）

をピークに維持・微減段階に入り、２０４０年（平成５２年）以降は急激

に減少段階に入ることから、本町の人口減少段階は図表 13のとおり、２０

２５年（平成３７年）から２０４０年（平成５２年）が「第２段階」とな

り、平成５２年（２０４０年）以降から「第３段階」に入ると考えられる。 

 

 

（備考） 

 １ 人口減少段階は、一般的に、「第１段階：老年人口の増加（総人口の減少）」「第２

段階：老年人口の維持・微減」「第３段階：老年人口の減少」の３つの段階を経て進

行するとされている。 

 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひ

と・しごと創生本部作成（2010～2040年、2010～2060年）による。 
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図表13 人口の減少段階 
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２ 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

２－１ 自然増減と社会増減の影響度（将来） 

  １）将来人口推計における社人研推計準拠（パターン１）をベース 

    本町では、自然増減の影響度が「２」、社会増減の影響度が「４」と

なっており、出生率の上昇につながる施策よりも社会増（転入超過）

につながる施策が必要であることがわかる。 

    転出者を抑え、転入者を増加させて行く取組が人口減少には、効果

的であると考えられる。 

 

 

 

図表 15 自然増減と社会増減の影響度の分析 

区  分 計  算  内  容 影響度 

自然増減の影響度 

※１ 

シミュレーション１ 2040年(平成52年)の推計人口  5,507人 

パターン１ 2040年(平成52年)の推計人口  5,310人 

＝ ５，５０７人／５，３１０人＝１０３．７１ 

２ 

社会増減の影響度 

※２ 

シミュレーション２ 2040年(平成52年)の推計人口  6,761人 

シミュレーション１ 2040年(平成52年)の推計人口  5,507人 

＝ ６，７６１人／５，５０７人＝１２２．７７ 

４ 

（備考） 

１ シミュレーション１は、合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に、一定に

保てる水準２.１）まで上昇したとした場合 

２ シミュレーション２は、合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に、一定に

保てる水準２.１）まで上昇し、かつ人口移動が均衡したとした（移動がゼロ）場合 

 
 
出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひ

と・しごと創生本部作成 
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図表14 自然増減と社会増減の影響度 
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※１及び※２ 
自然増減の影響度 説  明 社会増減の影響度 説  明 

１ 100％未満 １ 100％未満 
    ２ 100～105％     ２ 100～110％ 
    ３ 105～110％     ３ 110～120％ 
    ４ 110～115％     ４ 120～130％ 
    ５ 115％以上     ５ 130％以上 

  ※１ 「１」＝100％未満には、「パターン１（社人研推計準拠）」の将来
の合計特殊出生率に換算した仮定値が、「平成４２年（２０３０年）
までに２.１」を上回っている市町村が該当 

  ※２ 「１」＝100％未満には、「パターン１（社人研推計準拠）」の将来
の純移動率の仮定値が転入超過基調となっている市町村が該当 

   

 

出典：まち・ひと・しごと創生本部作成 
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２）独自推計（パターン３）とシミュレーション２との関係分析 

    本町で独自推計したパターン３は、ほぼシミュレーション２に近い

減少率となった。 

    シミュレーション２については、合計特殊出生率が人口置換水準（人

口を長期的に保てる水準の２．１）まで上昇し、かつ人口の移動が均

衡（移動がゼロ）した場合のものである。 

    ２０２５年（平成３７年）から徐々に減少に転じることから、これ

までに社会増につながる対策が必要と言える。 

   

 
 

（備考） 

１ パターン３は、合計特殊出生率を、１.７３、かつ直近５年間の純移動が今後も続く

と仮定した独自推計（社人研推計準拠） 

 

 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひ

と・しごと創生本部作成 
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図表16 独自推計（パターン３）とシミュレーション２の関係 
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２－２ 老年人口比率の変化（長期推計） 

１）パターン１、シミュレーション１及びシミュレーション２との関係 

分析 

パターン１及びシミュレーション１では、２０４０年（平成５２年）

まで老年人口比率は上昇し続け、その後減少に転じるが、その曲線は似

た様なものとなる。 

シミュレーション１については、２０４０（平成５２年）年までに出

生率が上昇するとの仮定によって、２０３０年（平成４２年）以降高齢

化の抑制に伴い比率は、パターン１よりも下回る。 

シミュレーション２については、それに加えて純移動率がゼロとして

いることから更に高齢化の抑制が早まり、２０６０年（平成７２年）に

は、３０％を下回るまでに減少すると推計される。 

 

 

（備考） 

１ パターン１は、全国の移動率が今後一定程度縮小すると仮定した推計（社人研推計

準拠） 

２ シミュレーション１は、合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に、一定に

保てる水準２.１）まで上昇したとした場合 

３ シミュレーション２は、合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に、一定に

保てる水準２.１）まで上昇し、かつ人口移動が均衡したとした（移動がゼロ）場合 

 

 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひ

と・しごと創生本部作成 
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図表17 老齢人口比率の長期推計 
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３ 人口減少が地域の将来に与える影響の分析 

 ３－１ 財政状況への影響 

   １）歳入の推移 

     本町の普通会計の歳入は、三位一体改革の後いったんは落ち込むが、

２０１０年度（平成２２年度）を除きほぼ横ばいで推移している。 

     町税については、９．５億円前後の額で大きな変化はなく推移して

いるが、今後は生産年齢人口の減少による収入減が予想される。 

 
 

   ２）歳出の推移 

     本町の歳出は、歳入と同様三位一体改革後いったん落ち込み、２０

１０年度（平成２２年度）を除き総額１１０億程度で推移しているが、

そのほとんどが、経常的経費でありその割合は年々高まっている。 

     また、総体に占める割合は低いものの扶助費が増加傾向にあり、さ

らに今後も、高齢化に伴う社会保障費の増加が懸念される。 
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図表18 普通会計歳入の推移 
 

地方税（町税） 地方譲与税等 地方交付税 国・道支出金 地方債 その他 

0  
1,000  
2,000  
3,000  
4,000  
5,000  
6,000  
7,000  
8,000  
9,000  

10,000  
11,000  
12,000  
13,000  

2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 

図表19 普通会計歳出の推移 

 

人件費 扶助費 公債費 その他の経費 投資的経費 

（百万円） 

三位一体改革 

地域活性化・経済
対策事業 

（百万円） 

10,955 11,034 10,256 9,580 9,532 9,711 
11,043 

12,649 

11,004 10,942 10,863 

10,890 10,985 
10,212 

9,392 9,454 9,616 
10,793 

12,517 
10,949 10,846 10,755 
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   ３）個人町民税への影響 

    人口減少において、行政運営に一番影響するのは町民税である。中

でも個人町民税は、人口や所得によって大きく左右されるため、今後

の動向について推計を行った。 

    ２０１０年（平成２２年）の実績に基づき試算すると、生産年齢人

口に占める納税義務者数は、約８０％となり、また納税義務者一人当

たり個人住民税の決算額は、９４，０００円となる。 

    これらを基に推計すると、２０６０年には現在と比べて社人研推計

では、６２％の減少、独自推計では５３％の減少と推測される。 
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図表20 生産年齢人口と納税義務者の比較 

 

生産年齢人口（社人研推計） 
生産年齢人口（独自推計） 
納税義務者数（社人研推計ベース） 
納税義務者数（独自推計ベース） 
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図表21 個人町民税決算額の推移 

 

社人研推計ベース 独自推計ベース 

← 実績 → ← 推計 → 
生産年齢人口 

（人） 

（百万円） 

納税義務者数 
（人） 



- 20 - 

   ４）地域別における人口の推移 

      本町には、大きく分けて１５の地域がある。社人研の推計を基礎

に２０１０年（平成２２年）の実績から推計した場合、２０４０年

（平成５２年）には、各地域においては、６０％から７０％の減少

になると考えられる。 

      特に、元々小規模な地域は、さらに厳しい状況になることが予想

される。 

      また、世帯数も減少し続け、２０４０年（平成５２年）には、約

３０５０世帯と２０１０年（平成２２年）と比べて３００世帯減少

すると推計される。 

 

出典：「標茶町統計書」より作成 
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図表22 各地域の人口の推移 
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第３ 人口の将来展望 

 

 標茶町における人口の現状と課題を整理し、目指すべき将来の方向性を引き

出し将来の人口等を展望する。 

 

１ 目指すべき将来の方向 

１－１ 現状と課題の整理 

  本町では、１９６５年（昭和４０年）から既に人口減少が始まり、１９

７５年（昭和５０年）までは急激に減少し、その後緩やかに減少してきた。 

  １９６０年代には、大規模な工場などの閉鎖、１９８０年代には、国や

北海道の出先機関の廃止や縮小による人口の流失があり、主に社会減によ

る人口減少である。一方、本町の基幹産業である酪農業においては、その

ほとんどが家族経営であることから、１世帯当たりの人員が多く、総体と

しては、就業人口は減少していたものの、農業以外の就業人口の減少スピ

ードよりも遅かったため、より緩やかな減少に留まったものと考えられる。 

  しかし、今後は全ての業種、世代で減少が顕著となり、特に生産年齢人

口の減少が加速する。加えて、老年人口が２０２５年（平成３７年）をピ

ークに減少に転じ、人口減少の第２段階に入って行く。 

  人口減少の課題解決の基本は、自然増の回復ではあるが、本町では、１

９９２年（平成４年）に出生数が死亡数を初めて下まわり、「自然減」の

時代に突入したものの、出生数と死亡数が同程度で進んだためその速度は

極めて遅かったが、２００５年（平成１７年）からその差は開き始め完全

なものとなった。 

  また、合計特殊出生率は、１９９３年（平成５年）～１９９７年（平成９年）

に１.５８まで低下したが、それ以降は徐々に増加し、２００８年（平成２

０年）～２０１２年（平成２４年）では１.７３まで増加しているが、理由と

しては、酪農畜産業を中心とした第一次産業の安定的な経営やそれらを中

心とした製造業や小売業などに若年者が比較的多いものと考えられる。 

しかし、人口が減少している本町においては、若年女性の減少が顕著で

あることから、今後は、現在のような出生数を維持するのは困難であり、

さらに少子化が進行することは確実である。 

  社会増減については、１９６１年（昭和３６年）を最後に転出超過が続

いている。ここ５年間では、２０１１年（平成２３年）に転入超過があっ

たものの、平均で年間７０人程度の転出超過となっている。 

  特に転出先は、釧路市が多く、道内的には札幌市が多い状況となってい

るが、最近では道外への転出も見受けられる。年齢別では、男性も女性も

大学などへの進学や就職する世代の人口移動が多く、また子育て世代とな

る世代についても転出超過となっている。 

  将来人口の推計については、合計特殊出生率を直近の１.７３、かつ純
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移動が直近５年間の状況が続くとして仮定し推計すると、総人口は、２０

４０年（平成５２年）で約６，４０８人となり、２０１０年（平成２２年）

の人口規模と比べて７７％となる。これは、社人研推計６４％、日本創生

会議推計５５％を上回る。 

  以上のことから、本町においては、人口減少の一番の原因は、若年層の

人口流出であり、特に子育て世代の流出が寄与していると言える。 

  これらの世代が増加しなければ、合計特殊出生率が維持されたとしても、

総体的な人口増加は見込めないこととなり、ここへの取り組みをどう行っ

て行けるのかが課題となる。 

 

１－２ 人口減少への対応方針 

１）人口減少の進行の緩和 

①自然減への対応 

   【子どもを安心して生み育てることのできる環境整備】 

若者がこのまちに魅力を感じ、自らの意思で結婚し、子を生

み、子育てができるような環境の整備を推進する。 

     ②社会減への対応 

      【産業の振興と移住者の受入促進】 

        基幹産業である酪農畜産業の土台を強固なものにすることで、

新たな雇用を生み、Ｉターン者やＵターン者を含めた人の流れ

を作る施策を展開する。 

   ２）人口減少により地域に生じる様々な問題への対応 

      人口減少の大きな原因は、若年者の流出である。若年者が流出す

ることで所得の高い世代が減り町財政への影響が大きくなる。また、

各地域においては、若年者が減少することによって地域の活性化が

図られずに縮小傾向へと向かう。しかし、人口減少の大きな原因が

若年者の流出問題にあるとしても、即解決できる施策はなく、長期

的な視野に立った地道な取り組みが必要である。 

 

１－３ 取り組みの基本方針 

    ① 基本方針１ 

       平成２３年度から平成３２年度までの１０年間のまちづくりの

指針である「標茶町第４期総合計画」を基本とし、各種施策に取

り組む。 

    ② 基本方針２ 

       各町内会・地域会、各種関係団体などと人口減少問題に関する

基本認識を共有し、情報の共有化を図り協働で取り組む。 

    ③ 基本方針３ 

       長期的視野に立ち、これまでの各種施策を見直したうえで有効

性のある施策を構築するよう取り組む。 
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２ 人口の将来展望 

  長期的には、国の長期ビジョンにおける２０４０年（平成５２年）の合計

特殊出生率の目標値２.０７を勘案し、短期的には、２０２０年（平成３２年）

に７，７００人となるよう将来人口を展望する。 

 

２－１ 自然増に関する目標値 

   ２０２０年（平成３２年）までは、合計特殊出生率を現在の１.７３を維

持し、将来的には国の長期ビジョンと同様、２０４０年（平成５２年）に

２.０７程度まで上昇させることを目指す。 

 

 ２－２ 社会増に関する目標値 

   １５歳～１９歳→２０歳～２４歳の純移動を抑えるとともに、子育て世

代の転出を抑制し、当分は本町における直近５年間程度の純移動数を維持

しつつも、２０４０年（平成５２年）までには、移動の均衡を目指す。 

 

 ２－３ 人口の推移と目標人口の設定 

   社人研による推計では、２０４０年（平成５２年）の本町の人口は、５，

３０８人まで減少すると見込まれている。 

   本町の目標としては、あらゆる施策を講じ２０２０年（平成３２年）に

人口７，７００人を目指し、合計特殊出生率を、現状の１.７３を保ちなが

ら、純移動数が７０人程度の減少となるよう取り組む。 

その場合には、２０４０年（平成５２年）の人口は約６，４００人とな

り、社人研推計と比較し、約１，１００人の施策効果が見込まれる。 
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図表23 人口の推移と目標人口 
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２－４ 高齢化率の推移と見通し 

  社人研による推計では、高齢化率（６５歳以上人口比率）は、２０４０年

（平成５２年）には４０.０％まで上昇すると見込まれている。 

  本町の目標とする２－３で示した施策効果を見込むと、ほぼ社人研と同様

な見通しとなり、２０４０年（平成５２年）には、３９.６％程度までの低

下を見込む。 
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図表24 高齢化率の推移と見通し 
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